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■�口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ�
お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■�当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式
信託期間 2014年４月４日から2029年３⽉５⽇まで
運用方針 投資信託証券への投資を通じて、わが国

の株式への投資に加え、「高金利通貨戦
略」と「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を組み合
わせることで、インカムゲインとオプ
ションプレミアムの確保、ならびに中長
期的な信託財産の成長を目指します。

主要投資対象 当ファンドは以下の投資信託証券を主要
投資対象とします。
ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
日本の株式
マネー・マネジメント・マザーファンド
本邦貨建て公社債および短期金融商品
等

当ファンドの
運用方法

■わが国の株式を実質的な投資対象と
し、ファンダメンタルズおよびバリュ
エーション等を勘案し魅力的な銘柄に
投資することで、中長期的な信託財産
の成長を目指します。
■「高金利通貨戦略」では、相対的に金
利水準の高い通貨の為替取引を実質的
に行います。
■「株式カバードコール戦略」および
「通貨カバードコール戦略」を行うこ
とで、オプションプレミアムの確保を
目指します。

組入制限 ■外貨建資産への直接投資は行いません。
分配方針 ■毎月４日（休業日の場合は翌営業日）

に決算を行い、分配を行います。
■分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。
■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。
※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上
げます。
当ファンドは投資信託証券への投資を通じて、わ
が国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦略」と
「株式カバードコール戦略」および「通貨カバー
ドコール戦略」を組み合わせることで、インカム
ゲインとオプションプレミアムの確保、ならびに
中長期的な信託財産の成長を目指します。当作成
期についても、運用方針に沿った運用を行いました。
今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。

日本株アルファ ・ カルテット

（毎月分配型）
【運用報告書（全体版）】

第20作成期（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

第 期114 /
決算日2023年10月４日

第 期115 /
決算日2023年11月６日 決算日2023年12月４日

第 期116

第 期117 /
決算日2024年１月４日

第 期118 /
決算日2024年２月５日 決算日2024年３月４日

第 期119
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

 最近30期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 公 社 債

組入比率
投資信託証券
組  入  比  率

純 資 産
総 額（分配落） 税 　 込

分 配 金
期 中 
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
90期（2021年10月４日） 1,490 10 △ 2.7 0.0 97.3 41,782
91期（2021年11月４日） 1,514 10 2.3 0.0 97.4 41,534
92期（2021年12月６日） 1,465 10 △ 2.6 0.0 97.5 39,023
93期（2022年１月４日） 1,540 10 5.8 0.0 97.4 39,653
94期（2022年２月４日） 1,589 10 3.8 0.0 97.3 39,500
95期（2022年３月４日） 1,621 10 2.6 0.0 97.2 39,558
96期（2022年４月４日） 1,802 10 11.8 0.0 98.0 42,423
97期（2022年５月６日） 1,778 10 △ 0.8 0.0 97.6 39,687
98期（2022年６月６日） 1,903 10 7.6 0.0 97.6 41,427
99期（2022年７月４日） 1,749 10 △ 7.6 0.0 97.4 37,042
100期（2022年８月４日） 1,789 10 2.9 0.0 97.3 37,131
101期（2022年９月５日） 1,897 10 6.6 0.0 97.3 38,451
102期（2022年10月４日） 1,895 10 0.4 0.0 97.1 37,591
103期（2022年11月４日） 2,041 10 8.2 0.0 97.3 39,733
104期（2022年12月５日） 1,867 10 △ 8.0 0.0 96.9 35,811
105期（2023年１月４日） 1,817 10 △ 2.1 0.0 96.9 34,335
106期（2023年２月６日） 1,875 10 3.7 0.0 97.3 34,891
107期（2023年３月６日） 1,961 10 5.1 0.0 97.3 35,986
108期（2023年４月４日） 1,992 10 2.1 0.0 97.4 35,944
109期（2023年５月８日） 2,093 10 5.6 0.0 97.4 36,997
110期（2023年６月５日） 2,233 10 7.2 0.0 97.4 38,042
111期（2023年７月４日） 2,462 10 10.7 0.0 97.4 40,927
112期（2023年８月４日） 2,434 10 △ 0.7 0.0 97.2 39,732
113期（2023年９月４日） 2,569 10 6.0 0.0 97.3 41,301
114期（2023年10月４日） 2,545 10 △ 0.5 0.0 97.2 40,555 
115期（2023年11月６日） 2,656 10 4.8 0.0 97.4 41,855 
116期（2023年12月４日） 2,716 10 2.6 0.0 97.2 41,880 
117期（2024年１月４日） 2,608 10 △ 3.6 0.0 97.0 39,360 
118期（2024年２月５日） 2,834 10 9.0 0.0 97.3 41,834 
119期（2024年３月４日） 3,010 10 6.6 0.0 97.3 43,444 

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。



日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

－　　－2

 当作成期中の基準価額と市況等の推移

決 算 期 年 月 日 基 準 価 額 公  社  債 
組 入 比 率

投資信託証券
組   入   比   率騰 落 率

第114期

（期　　　首） 円 ％ ％ ％
2023年９月４日 2,569 － 0.0 97.3

９月末 2,676 4.2 0.0 97.5

（期　　　末）

2023年10月４日 2,555 △ 0.5 0.0 97.2

第115期

（期　　　首）

2023年10月４日 2,545 － 0.0 97.2

10月末 2,571 1.0 0.0 97.3

（期　　　末）

2023年11月６日 2,666 4.8 0.0 97.4

第116期

（期　　　首）

2023年11月６日 2,656 － 0.0 97.4

11月末 2,705 1.8 0.0 96.8

（期　　　末）

2023年12月４日 2,726 2.6 0.0 97.2

第117期

（期　　　首）

2023年12月４日 2,716 － 0.0 97.2

12月末 2,619 △ 3.6 0.0 96.6

（期　　　末）

2024年１月４日 2,618 △ 3.6 0.0 97.0

第118期

（期　　　首）

2024年１月４日 2,608 － 0.0 97.0

１月末 2,813 7.9 0.0 97.4

（期　　　末）

2024年２月５日 2,844 9.0 0.0 97.3

第119期

（期　　　首）

2024年２月５日 2,834 － 0.0 97.3

２月末 2,997 5.8 0.0 97.0

（期　　　末）

2024年３月４日 3,020 6.6 0.0 97.3
※期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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1  運用経過
基準価額等の推移について（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、作成期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

作成期首 2,569円

作成期末 3,010円
（当作成期既払分配金60円（税引前））

騰 落 率 ＋19.8％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

純資産総額（百万円）: 右軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸

基準価額（円）: 左軸

作成期首 作成期末'23/10 11 '24/１ ２12
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●保有期間において、アルバック、ＴＤＫ、SCREENホールディングス、出光興産などの
株価が上昇したこと
●「高金利通貨戦略」のパフォーマンスがプラスに寄与したこと

基準価額の主な変動要因（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、わが国の株式への投資に加え、「高金利通貨
戦略」と「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」を行いました。

上昇要因

●保有期間において、パナソニックホールディングス、アステラス製薬、三菱自動車工業
などの株価が下落したこと
●「株式カバードコール戦略」のパフォーマンスがマイナスに寄与したこと

下落要因



日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

－　　－5

投資環境について（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

日本株式市場
期間において、日本株式市場は上昇しま
した。
期の前半は、一進一退の推移となりまし
た。中国経済の減速懸念や欧米の金融引き
締めに対する警戒感が株価の上値を抑えま
した。一方、日銀による長短金利操作の運
用柔軟化の決定が順調に消化されると、米
ドル高・円安の流れが一段進み、ＴＯＰＩＸ
は好業績銘柄に牽引されて底堅く推移しま
した。
後半は、堅調な展開となりました。中東
での地政学リスク台頭により原油価格急騰
に対する警戒感が高まったことなどを背景
に、国内も軟調になる場面がありました。
しかし年を明けると、米利下げ観測の拡が
りを好感し世界的な株高となったことに加
え、日銀が大規模金融緩和策の維持を決定
したことにより円安傾向に回帰したことを
受け、日本株も連日バブル後最高値を更新
する展開になりました。

為替市場
期間においてブラジルレアルは対円で上
昇しました。
植田日銀総裁が「年末から来年にかけて一
段とチャレンジングになる」と答弁し、マイ
ナス金利解除など日銀が金融政策を早期に
シフトするとの観測が高まったことなどが
円高の要因となる局面がありました。ただ
し、日銀が金融政策決定会合で大規模緩和
の維持を決めたことやＦＲＢ（米連邦準備制
度理事会）の積極的な利下げ観測が後退した
ことを受けて米ドル高・円安となりました。
ブラジルの消費者物価指数が市場予想を上
回り、利下げ加速を巡る観測が後退したこ
となども背景に、ブラジルレアルは対円で
上昇しました。

日本株式市場は上昇しました。また、為替市場ではブラジルレアルが対円で上昇しまし
た。



日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

－　　－6

ポートフォリオについて（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

当ファンド
主要投資対象である「ジャパン・エクイ
ティ・プレミアム・ファンド�クラスA」を高
位に組み入れました。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
日本株式の運用については、財務の安定
性、収益成長性などの個々の企業における
ファンダメンタルズ（業績、財務内容などの
基礎的諸条件）配当利回り、その他のバリュ
エーション（投資価値評価）等を勘案して銘
柄選定を行いました。
また、日本株式への投資に加え、「高金利
通貨戦略」と「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を組み合わせ
ることで、インカムゲインとオプションプ
レミアムの確保、ならびに中長期的な信託
財産の成長を目指しました。

●株式組入比率
実質株式組入比率を概ね９割以上に保ち
ました。

●業種配分
業種配分比率については、石油・石炭製品、

電力・ガス業、電気機器などを市場対比で高
くしました。一方、化学、医薬品、精密機
器などを市場対比で低くしました。

●個別銘柄
アルバック、トヨタ自動車、東海旅客鉄
道などを高い比率で保有しました。

●ポートフォリオの特性
配当利回り、その他のバリュエーション
を重視していることにより、高配当で割安
なポートフォリオ特性となっています。

●通貨別配分
「高金利通貨戦略」において高金利通貨（ブ
ラジルレアル）の買いと円の売りの為替取引
を行いました。また、「通貨カバードコール
戦略」において、円に対する高金利通貨（ブ
ラジルレアル）のコールオプションの売りを
行うことでオプションプレミアムの確保を
目指しました。
ブラジルレアルは対円で上昇し「高金利通
貨戦略」はプラス、一方でオプションプレミ
アムが加算されたものの「株式カバードコー
ル戦略」はマイナスに作用しました。
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ベンチマークとの差異について（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

分配金について（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

期間の１万口当たりの分配金（税引前）は、基準価額水準等を勘案し、以下の通りといたしまし
た。
なお、留保益につきましては、運用の基本方針に基づき運用いたします。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期 第119期

当期分配金 10 10 10 10 10 10
（対基準価額比率） （0.39％） （0.38％） （0.37％） （0.38％） （0.35％） （0.33％）

当期の収益 9 10 10 9 10 10

当期の収益以外 0 － － 0 － －
翌期繰越分配対象額 922 924 926 926 927 929
※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。�
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

マネー・マネジメント・マザーファンド
主として、円建ての短期公社債および短

期金融商品に投資し、安定した収益の確保
を目指した運用を行いました。
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当ファンド
引き続き、運用の基本方針に従い、主と
して「ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド�クラスA」への投資を通じて、わが
国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦
略」と「株式カバードコール戦略」および「通
貨カバードコール戦略」を組み合わせること
で、インカムゲインとオプションプレミア
ムの確保、ならびに中長期的な信託財産の
成長を目指して運用を行います。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
日本株式の運用方針としては、引き続き、
わが国の株式の中から、財務の安定性、収
益の成長性など個々の企業のファンダメン
タルズ（業績、財務内容などの基礎的諸条
件）、配当利回り、その他のバリュエーショ

ン等を考慮して魅力的な銘柄を選定し、
ポートフォリオを構築します。また同一セ
クター内でも業績格差が拡大する傾向が続
くとみていることから、業績見通しを精査
し、堅調な業績が見込める企業への選別投
資を進めていく方針です。こうした運用方
針を基に、中長期的な信託財産の成長を目
指します。
「高金利通貨戦略」では、相対的に金利水
準の高い通貨の為替取引を実質的に行いま
す。また、「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を行うことで、
オプションプレミアムの確保を目指します。

マネー・マネジメント・マザーファンド
円貨建ての短期公社債および短期金融商
品に投資し、安定した収益の確保を目指し
ます。

2  今後の運用方針

3  お知らせ
約款変更について

該当事項はございません。
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１万口当たりの費用明細（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 15円 0.557％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は2,717円です。
投信会社:�ファンド運用の指図等の対価
販売会社:�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （6） （0.217）

（販 売 会 社） （9） （0.327）

（受 託 会 社） （0） （0.013）

（b） 売買委託手数料 － － 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株　　　　 式） （－） （－）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株　　　　 式） （－） （－）

（公　 社　 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 0 0.002 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:���海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:��監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:�信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （－） （－）

（監 査 費 用） （0） （0.002）

（そ　 の　 他） （0） （0.000）

合 計 15 0.559

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。

※各項目の費用は、当ファンドが組み入れている投資信託証券が支払った費用を含みません。
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参考情報 総経費率（年率換算）

※１の各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、各比率
は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。「１万口当たりの費用明細」の各比率と
は、値が異なる場合があります。
※２の投資先ファンド（当ファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く））の費用は、
入手可能なファンド全体の経費率です。そのため、実際に投資しているシェアクラスの経費率とは大
きく異なる場合があります。投資先ファンドへの平均投資比率を勘案して、実質的な費用を計算して
います。
※１と２の費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。ま
た、計上された期間が異なる場合があります。
※上記の前提条件で算出している参考値であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

総経費率（ １＋２  ） 1.93％
１  当ファンドの費用の比率 1.12％

２   投資先ファンドの運用管理費用の比率 0.81％
投資先ファンドの運用管理費用以外の比率 0.00％

その他費用
%0.00

運用管理費用
（受託会社） %0.03

運用管理費用
（投信会社） %0.44

運用管理費用
（販売会社） %0.66

1.93%

総経費率

運用管理費用以外
0.00%

運用管理費用
0.81%

2 投資先ファンドの費用 0.81% 1 当ファンドの費用 1.12% 

当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証
券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した比率
に、投資先ファンドの経費率を加えた総経費率（年率）は1.93％です。
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 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
� （2023年９月５日から2024年３月４日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

 当作成期中の売買及び取引の状況（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

投資信託証券

当 作 成 期
買 付 売 付

口 数 買 付 額 口 数 売 付 額

国 内 口 千円 口 千円
ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ 5,380,547,748 1,191,505 25,982,227,857 5,769,337 

※金額は受渡し代金。

※国内には、円建ての外国籍投資信託証券を含みます。

 利害関係人との取引状況等（2023年９月５日から2024年３月４日まで）

利害関係人との取引状況

日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）

　当作成期中における利害関係人との取引等はありません。

マネー・マネジメント・マザーファンド

区 分
当 作 成 期

買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 2 1 50.0 1 － － 

※平均保有割合　35.1％

※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当作成期における当ファンドに係る

利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。
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 組入れ資産の明細（2024年３月４日現在）

（1）ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファンドの明細

フ ァ ン ド 名 作 成 期 首 作 成 期 末
口 数 口 数 評 価 額 組 入 比 率

口 口 千円 ％ 
ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ 192,275,516,835 171,673,836,726 42,283,265 97.3 

合　　　　　　　　　計 192,275,516,835 171,673,836,726 42,283,265 97.3 

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の比率。

（2）親投資信託残高

種 類 作 成 期 首 作 成 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円 

マネー・マネジメント・マザーファンド 1,998 1,998 1,990 

※マネー・マネジメント・マザーファンドの作成期末の受益権総口数は5,312,626口です。
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況
(2023年10月４日)(2023年11月６日)(2023年12月４日)(2024年１月４日)(2024年２月５日)(2024年３月４日)

項　　　　　　目 第 114 期 末 第 115 期 末 第 116 期 末 第 117 期 末 第 118 期 末 第 119 期 末
(A)	資 産 40,806,297,342円 42,144,453,575円 42,172,309,704円 39,681,693,004円 42,109,969,622円 43,717,478,477円

コール・ローン等 1,339,795,438 1,369,016,948 1,400,864,869 1,466,990,605 1,369,404,896 1,394,245,559

投資信託受益証券(評価額) 39,438,947,805 40,749,442,420 40,710,568,428 38,170,378,776 40,701,402,904 42,283,265,985

マネー・マネジメント・
マザーファンド(評価額) 1,990,605 1,990,206 1,990,206 1,991,205 1,991,005 1,990,805

未 収 入 金 25,563,494 24,004,001 58,886,201 42,332,418 37,170,817 37,976,128

(B)	負 債 251,082,551 288,565,085 291,841,046 320,705,778 275,790,049 273,363,696

未払収益分配金 159,383,107 157,562,213 154,211,353 150,919,689 147,626,701 144,352,603

未 払 解 約 金 52,050,641 88,925,166 100,532,508 130,847,681 86,529,675 91,198,696

未 払 信 託 報 酬 39,438,318 41,685,016 36,542,856 38,206,755 40,718,924 36,739,219

その他未払費用 210,485 392,690 554,329 731,653 914,749 1,073,178

(C)	純資産総額(Ａ－Ｂ) 40,555,214,791 41,855,888,490 41,880,468,658 39,360,987,226 41,834,179,573 43,444,114,781

元 本 159,383,107,133 157,562,213,334 154,211,353,178 150,919,689,031 147,626,701,462 144,352,603,438

次期繰越損益金 △118,827,892,342 △115,706,324,844 △112,330,884,520 △111,558,701,805 △105,792,521,889 △100,908,488,657

(D)	受 益 権 総 口 数 159,383,107,133口 157,562,213,334口 154,211,353,178口 150,919,689,031口 147,626,701,462口 144,352,603,438口
	 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 2,545円 2,656円 2,716円 2,608円 2,834円 3,010円
※�当作成期における作成期首元本額160,771,687,733円、作成期中追加設定元本額3,592,128,331円、作成期中一部解約元本額20,011,212,626円

です。

※�上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額（元本

の欠損）となります。

※�上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定する受

益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。

 投資信託財産の構成� （2024年３月４日現在）

項 目 作 成 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％ 
投 資 信 託 受 益 証 券 42,283,265 96.7 

マネー・マネジメント・マザーファンド 1,990 0.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,432,221 3.3 

投 資 信 託 財 産 総 額 43,717,478 100.0 
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 損益の状況
自2023年９月５日
至2023年10月４日

自2023年10月５日
至2023年11月６日

自2023年11月７日
至2023年12月４日

自2023年12月５日
至2024年１月４日

自2024年１月５日
至2024年２月５日

自2024年２月６日
至2024年３月４日

項　　　　　　目 第　114　期 第　115　期 第　116　期 第　117　期 第　118　期 第　119　期
(A)	配 当 等 収 益 190,376,956円 188,242,217円 184,572,638円 180,234,608円 176,268,014円 172,064,082円

受 取 配 当 金 190,435,595  188,281,567  184,607,792  180,270,736  176,295,134  172,077,640  

受 取 利 息 4,099  1,620  174  1,778  1,840  72  

支 払 利 息 △         62,738  △         40,970  △         35,328  △         37,906  △         28,960  △         13,630  

(B)	有価証券売買損益 △    392,494,995   1,771,798,526   913,790,737   △  1,617,511,735   3,337,684,540   2,542,723,217  

売 買 益 18,901,229  1,783,686,369  936,781,722  31,798,747  3,394,672,890  2,569,031,423  

売 買 損 △    411,396,224  △     11,887,843  △     22,990,985  △  1,649,310,482  △     56,988,350  △     26,308,206  

(C)	信 託 報 酬 等 △     39,642,022   △     41,895,309   △     36,728,053   △     38,407,512   △     40,923,191   △     36,918,013  

(D)	当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △    241,760,061   1,918,145,434   1,061,635,322   △  1,475,684,639   3,473,029,363   2,677,869,286  

(E)	前 期 繰 越 損 益 金 △ 15,894,014,335   △ 16,053,320,110   △ 13,899,213,946   △ 12,684,886,274   △ 13,960,492,268   △ 10,372,857,668  

(F)	追加信託差損益金 △102,532,734,839 △101,413,587,955 △ 99,339,094,543 △ 97,247,211,203 △ 95,157,432,283 △ 93,069,147,672

(配当等相当額) (   10,020,025,954) (    9,921,252,004) (    9,738,647,453) (    9,540,183,702) (    9,343,562,969) (    9,146,166,308) 

(売買損益相当額) (△112,552,760,793) (△111,334,839,959) (△109,077,741,996) (△106,787,394,905) (△104,500,995,252) (△102,215,313,980)

(G)	合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △118,668,509,235 △115,548,762,631 △112,176,673,167 △111,407,782,116 △105,644,895,188 △100,764,136,054

(H)	収 益 分 配 金 △    159,383,107   △    157,562,213   △    154,211,353   △    150,919,689   △    147,626,701   △    144,352,603  

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △118,827,892,342 △115,706,324,844 △112,330,884,520 △111,558,701,805 △105,792,521,889 △100,908,488,657

追加信託差損益金 △102,532,734,839 △101,413,587,955 △ 99,339,094,543  △ 97,247,211,203  △ 95,157,432,283  △ 93,069,147,672  

(配当等相当額) (   10,020,025,954) (    9,921,252,004) (    9,738,647,453) (    9,540,183,702) (    9,343,562,969) (    9,146,166,308) 

(売買損益相当額) (△112,552,760,793) (△111,334,839,959) (△109,077,741,996) (△106,787,394,905) (△104,500,995,252) (△102,215,313,980)

分配準備積立金 4,689,283,425  4,648,359,874  4,548,333,134  4,435,611,194  4,355,890,319  4,277,501,535  

繰 越 損 益 金 △ 20,984,440,928  △ 18,941,096,763  △ 17,540,123,111  △ 18,747,101,796  △ 14,990,979,925  △ 12,116,842,520  

※有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

第　114　期 第　115　期 第　116　期 第　117　期 第　118　期 第　119　期
(a)	経費控除後の配当等収益 150,735,541円 184,221,116円 178,402,933円 141,827,725円 174,214,259円 169,723,997円
(b)	 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0 0 0 0 0

(c)	収益調整金 10,020,025,954 9,921,252,004 9,738,647,453 9,540,183,702 9,343,562,969 9,146,166,308

(d)	分配準備積立金 4,697,930,991 4,621,700,971 4,524,141,554 4,444,703,158 4,329,302,761 4,252,130,141

(e)	 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 14,868,692,486 14,727,174,091 14,441,191,940 14,126,714,585 13,847,079,989 13,568,020,446

	 １万口当たり当期分配対象額 932.89 934.69 936.45 936.04 937.98 939.92

(f)	分配金 159,383,107 157,562,213 154,211,353 150,919,689 147,626,701 144,352,603

	 １万口当たり分配金 10 10 10 10 10 10

 分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
第114期 第115期 第116期 第117期 第118期 第119期

10円 10円 10円 10円 10円 10円
※分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が個別元

本を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。
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 組入れ投資信託証券の内容
投資信託証券の概要

ファンド名 ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ

形態 ケイマン籍契約型投資信託（円建て）

主要投資対象 日本の株式を主要投資対象とします。また、スワップ取引を通じて、為替取引、株価指数オプショ
ン取引ならびに通貨オプション取引を活用します。

運用の基本方針

●日本株投資戦略
・�株式への投資に当たっては、財務の安定性、収益の成長性などの個々の企業のファンダメンタル
ズ、配当利回りその他のバリュエーション等を考慮して投資魅力のある銘柄を中心に投資します。

●高金利通貨戦略
・�高金利の通貨の買いと円の売りの為替取引を行います。
・�取引対象通貨は、ブラジルレアルとします。
●株式カバードコール戦略
・�日本の株価指数にかかるコールオプションの売りを行うことでオプションプレミアムの確保を目
指します。

・�原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプションの売りを行います。
●通貨カバードコール戦略
・�円に対する高金利通貨（ブラジルレアル）のコールオプションの売りを行うことでオプションプ
レミアムの確保を目指します。

・�原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプションの売りを行います。
※�カバードコール戦略では、原則として、権利行使が満期日のみに限定されているオプションを利
用することを基本とします。

※�高金利通貨戦略および株式・通貨のカバードコール戦略については、クレディ・スイス・インター
ナショナルを相手方とするスワップ取引を通じて当該戦略を行った場合の投資成果を享受します。

●資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

主な投資制限

・株式への投資割合には、制限を設けません。
・�同一発行体に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ等エ
クスポージャーは、原則として、それぞれ純資産総額の10％以内、合計で純資産総額の20％以内
とします。

・同一セクターへの投資割合は、原則として信託財産の純資産総額の50％以内とします。
・デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

分配方針 原則毎月行います。

申込手数料 ありません。

運用管理費用

純資産総額に対して　　
運用報酬　　　　　年0.55％程度
報酬代行会社報酬　年0.20％程度＊

事務代行報酬　　　年0.045％程度（最低年40,000米ドル程度）
＊報酬代行会社報酬の中から、管理会社報酬（年5,000米ドル）が支払われます。

※�上記のほか、受託会社報酬（年10,000米ドル）および保管費用などがかかりますが、運用状況等
により変動するものであり、事前に料率等を示すことができません。
また、年間最低報酬額や取引ごとにかかる費用等が定められている場合があるため、純資産総額
の規模や取引頻度等によっては、上記の料率を上回ることがあります。

その他の費用

ファンドの取引関連費用、法的費用、会計・監査および税務上の費用ならびにその他の費用を負担
します。
これらは、ファンドの運営状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことが
できません。

管理会社 UBSマネジメント（ケイマン）リミテッド

副投資顧問会社 三井住友DSアセットマネジメント株式会社

購入の可否 日本において一般投資者は購入できません。

以下には、「ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ」をシェアクラスとして含む「ジャパン・
エクイティ・プレミアム・ファンド」の情報を委託会社において抜粋、要約して翻訳したものを記載しています。
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 包括利益計算書（2021年12月1日から2022年11月30日まで）

（単位：日本円）
収益

損益を通じて公正価値で測定される金融商品の純損益

受取配当金 1,126,811,030 

金融資産及び金融負債にかかる実現純損益 15,369,710,387

金融資産及び金融負債にかかる未実現損益の純変動額 (1,154,405,619)

外国為替取引にかかる実現純損益 1,005,537

外国為替取引にかかる未実現損益の純変動額 (243,540)

損益合計 15,342,877,795

費用

投資顧問報酬 211,646,564 

仲介手数料 76,962,393 

取引費用 39,484,609 

カストディーフィー 15,847,573 

管理事務代行費用 11,544,356 

名義書換代理人報酬 3,613,683

受託者報酬 1,445,768

登録費用 93,021

費用合計 360,637,967 

運用に伴う損益（金融費用控除前） 14,982,239,828

金融費用

支払利息 (10,352,066)

金融費用控除後及び税引前損益 14,971,887,762
源泉税 (172,571,118)

包括損益（運用による受益者に帰属する純資産の増減) 14,799,316,644

 組入上位銘柄� （基準日：2022年11月30日）

※比率は、株式現物の評価額に対する割合です。

銘柄名 業種 組入比率
１ 日本電信電話 情報・通信業 4.3％
2 東京エレクトロン 電気機器 3.6％
3 トヨタ自動車 輸送用機器 3.4％
4 ソニーグループ 電気機器 3.0％
5 日立製作所 電気機器 2.9％

銘柄名 業種 組入比率
6 ＴＤＫ 電気機器 2.9％
7 東京海上ホールディングス 保険業 2.8％
8 伊藤忠商事 卸売業 2.7％
9 武田薬品工業 医薬品 2.5％
10 パナソニック　ホールディングス 電気機器 2.5％

全銘柄数 90銘柄
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マネー・マネジメント・マザーファンド
第10期（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

信託期間 無期限（設定日：2013年６月３日）
運用方針 ■本邦通貨建て公社債および短期金融商品等に投資を行い、利息等収入の確保を図ります。

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

円 ％ ％ 百万円
６期（2019年７月25日） 9,988 △0.1 86.0 37
７期（2020年７月27日） 9,979 △0.1 88.0 27
８期（2021年７月26日） 9,972 △0.1 62.4 27
９期（2022年７月25日） 9,967 △0.1 80.9 17
10期（2023年７月25日） 9,960 △0.1 70.9 7

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2022年７月25日 9,967 － 80.9

７月末 9,967 0.0 80.9
８月末 9,966 △0.0 57.8
９月末 9,965 △0.0 57.9
10月末 9,965 △0.0 63.7
11月末 9,964 △0.0 52.3
12月末 9,962 △0.1 52.3

2023年１月末 9,963 △0.0 69.7
２月末 9,963 △0.0 52.2
３月末 9,963 △0.0 68.9
４月末 9,962 △0.1 68.8
５月末 9,961 △0.1 68.7
６月末 9,961 △0.1 68.7

（期　　　末）
2023年７月25日 9,960 △0.1 70.9

※騰落率は期首比です。
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１ 運用経過

基準価額等の推移について（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

基準価額等の推移

期 首 9,967円

期 末 9,960円

騰 落 率 －0.1％

基準価額の主な変動要因（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

　当ファンドは、本邦通貨建ての公社債および短期金融商品等を主要投資対象とし、安定した収

益の確保を図ることを目的として運用を行いました。

上昇要因
・保有している公社債からスプレッド（国債に対する上乗せ金利）分のインカム収

入を得たこと

下落要因
・マイナス金利政策導入を背景として無担保コールレートがマイナス化しているこ

と

9,940

9,950

9,960

9,970

9,980

0

20

期首 '22/8 9 10 11 12 '23/1 2 3 4 5 6 期末

純資産総額（百万円）：右軸

基準価額（円）：左軸
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投資環境について（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

期間における国内短期金融市場は、マイナス圏で推移しました。

　世界的にインフレが高止まりを続けたことや、欧米中央銀行による大幅な利上げの継続を背景

に円安が進行したことから、国内でも物価上昇率が拡大し、ＣＰＩコア（生鮮食品除く消費者物

価指数）は前年比＋４％台まで上昇しました。しかし、日銀はコストプッシュ型の物価上昇は持

続的でないとの見方から、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」政策を維持し、日銀当座預

金の一部へのマイナス金利付利を継続しました。

　国庫短期証券３ヵ月物利回りは、欧米での金融不安の影響でリスク回避の動きが強まるなど一

時的に大きく低下する局面もありました。しかし、日銀が需給動向を勘案し、短期国債の買入れ

額を調整したことから、期間を通じて概ねレンジ推移となりました。

ポートフォリオについて（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

　安全性と流動性を考慮し、短期の政府保証債を中心とした運用を行いました。年限に関しては、

残存６ヵ月以内の短期の政府保証債を中心とした運用を継続しました。

ベンチマークとの差異について（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

２ 今後の運用方針

　植田新体制となった日本銀行は、内外経済や金融市場を巡る不確実性が高い中、物価安定の目

標を実現するために、イールドカーブ・コントロール（長短金利操作）の枠組みによる緩和政策

を維持する姿勢を示しています。又、政策金利の引き上げに関してもかなりの距離があるという

スタンスであり、市場利回りは当分の間低い水準での推移を予想します。当ファンドでは引き続

き、安全性と流動性をもっとも重視したスタンスでの運用を継続し、短期の国債・政府保証債を

中心とした運用を行っていきます。ファンドの平均残存年限については、２～４ヵ月程度を目安

に短めを基本とする方針です。
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１万口当たりの費用明細（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) そ の 他 費 用 1円 0.007％ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用（そ の 他） (1) (0.007)

合 計 1 0.007

期中の平均基準価額は9,963円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。

当期中の売買及び取引の状況（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

千円 千円

国 内 特 殊 債 券 15,056 4,005
(20,000)

※金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。）

※（　）内は償還等による減少分で、上段の数字には含まれておりません。

利害関係人との取引状況等（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

当期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2022年７月26日から2023年７月25日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。
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Ｂ　個別銘柄開示

国内（邦貨建）公社債

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円

特 殊 債 券
（除く金融債券）

195　政保道路機構 0.9110 3,000 3,000 2023/07/31

51政保地方公共団 0.8350 2,000 2,000 2023/08/14

合 計 － 5,000 5,001 －

組入れ資産の明細（2023年７月25日現在）

公社債

Ａ　債券種類別開示

国内（邦貨建）公社債

区 分

期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
特 殊 債 券
（除く金融債券）

5,000 5,001 70.9 － － － 70.9
(5,000) (5,001) (70.9) (－) (－) (－) (70.9)

合 計 5,000 5,001 70.9 － － － 70.9
(5,000) (5,001) (70.9) (－) (－) (－) (70.9)

※（　）内は非上場債で内書きです。

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。

投資信託財産の構成� （2023年７月25日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 5,001 70.9

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 2,055 29.1

投 資 信 託 財 産 総 額 7,057 100.0
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資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2023年７月25日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 7,057,448円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 2,036,952

公 社 債(評価額) 5,001,465

未 収 利 息 18,807

前 払 費 用 224

(B) 負 債 1,033

未 払 解 約 金 999

そ の 他 未 払 費 用 34

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 7,056,415

元 本 7,084,714

次 期 繰 越 損 益 金 △ 28,299

(D) 受 益 権 総 口 数 7,084,714口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,960円

※当期における期首元本額17,388,524円、期中追加設定元本額

42,175円、期中一部解約元本額10,345,985円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は以下の通りです。

タフ・アメリカ（マネープールファンド） 3,190,507円

米国小型株ツインα（毎月分配型） 552,681円

日本株アルファ・カルテット（毎月分配型） 1,998,801円

米国リバーサル戦略ツインαネオ（毎月分配型）� 1,312,751円

日本株アルファ・カルテット（年２回決算型）� 9,990円

大和住銀／コロンビア米国株リバーサル戦略ファンド　Ａコース（ダイワ投資一任専用）� 9,992円

大和住銀／コロンビア米国株リバーサル戦略ファンド　Ｂコース（ダイワ投資一任専用）� 9,992円

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2022年７月26日　至2023年７月25日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 63,940円

受 取 利 息 66,490

支 払 利 息 △ 2,550

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △71,763

売 買 損 △71,763

(C) そ の 他 費 用 等 △ 1,018

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 8,841

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △57,663

(F) 解 約 差 損 益 金 38,373

(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 △ 168

(H) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) △28,299

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) △28,299

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

　該当事項はございません。
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